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１． 新たな成長エンジンを求めるグローバル経済 
 

 リーマンショック以降、先進国経済については長期停滞論が指摘されるなど、世界経
済を牽引する力強さは見られない。一方で、この間好調であった中国等の新興国経
済についても足下で弱含んでおり、先行きの不透明感が高まっている。 

 我が国経済は、こうしたグローバル経済の状況下においても、アベノミクスにより完全雇
用に近い状況を維持。また多くの企業が最高益を記録しており、企業の設備過剰感
についてもほぼ解消。 

 しかしながら、我が国は世界に先駆けて本格的な人口減少経済に突入するため、今
後、需要・供給両面における構造的な成長制約に直面。これらの成長制約の打破
なくしては、成長率の停滞はより顕著となり、長期停滞の影響をより深刻に受ける可
能性が高い。 

 この停滞フェイズから脱却し新たな成長フェイズに移行するためには、①新たなイノベー
ションによる生産性革命を通じた潜在成長率の向上（供給面）と、②イノベーション
の成果を社会ニーズに応える新たな製品・サービスとしてデザインすることによる潜在需
要の掘り起こし（需要面）、を同時に実現していくことが重要。 

 第４次産業革命とも呼ぶべき IoT、ビッグデータ、ロボット、人工知能（AI）等の技
術革新を的確に捉え、これをリードするべく大胆に経済社会システムを変革することこ
そが、先進国・途上国問わず、新たな成長フェイズに移行するための鍵となる。 
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２． 今、何が起こっているのか～第４次産業革命のインパクト～ 
 

 急速な技術革新により、新たに大量のデータの取得・分析・実行が可能に。 

①実社会のあらゆる事業・情報がデータ化され、ネットワークで繋がることにより、自由
にやり取り可能に（IoT） 

②集まった大量のデータをリアルタイムに分析し、新たな価値を生む形で利活用可能
に（ビッグデータ） 

③機械が自ら学習し、人間を越える高度な判断が可能に（人工知能（AI）） 
④多様かつ複雑な作業についても自動化が可能に（ロボット） 

 

 

 

 

 こうしたデータの取得・分析・実行サイクルが、（１）情報制約の克服、（２）物理
制約の克服等を可能とし、これとビジネスが結びつくことで、①革新的な製品・サービス
の創出（需要面）、②供給効率性の向上（供給面）の両面から、あらゆる産業で
破壊的なイノベーションを通じた新たな価値が創出される。 

 具体的には、 

①大量生産・画一的サービスから、個々のニーズに合わせたカスタマイズ生産・サービス
へ（個別化医療、即時オーダーメイド服、各人の理解度に合わせた教育） 

②社会に眠っている資産と個々のニーズをコストゼロでマッチング(Uber、Airbnb 等) 
③人工知能により認識・制御機能を向上させることによる、人間の役割のサポート・代

替（自動走行、ドローン施工管理・配送） 
④製品やモノのサービス化、新たなサービスの創出（設備売り切りからセンサーデータ

を活用した稼働・保全・保険サービスへ）、データ共有によるサプライチェーン全体で
の効率性の飛躍的向上（生産設備と物流・発送・決済システムの統合） 

などを可能とする。 
 

 第４次産業革命におけるコア技術（IoT、ビッグデータ、AI、ロボット）は、全ての産
業における革新のための共通の基盤技術であり、様々な各分野における技術革新・
ビジネスモデルと結びつくことで、全く新たなニーズの充足が可能に。 
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＜組み合わせの一例＞ 
 共通基盤技術×金融技術×購買・商流データ、金融市場データ＝取引・決済データによる与

信、ロボアドバイザー（資産運用）等 
 共通基盤技術×医薬品開発技術×健康医療データ＝個別化医薬品、個別化健康・美容サ

ービス等 
 共通基盤技術×バイオインフォマティクス×ゲノム編集×生物データ 

＝新規創薬、新種作物、先端材料製造、バイオエネルギー等 
 共通基盤技術×エネルギー負荷機器制御技術×顧客データ＝エネルギーデマンドレスポンス、

見守りサービス等 
 共通基盤技術×生産管理技術×事故・ヒヤリハットデータ＝異常・予兆の早期検知等による

装置型産業の安全性・生産性向上、保険・格付けの高度化等 
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 例えば、バイオ技術の進展により、従来は産業応用の視点から捉えられることの少な
かった生命・生物データについても大量のデータの取得・分析・実行が可能に。こうした
生物データの応用が進むことにより、（１）世界的食糧問題の解決、（２）健康
医療の高度化、（３）生物を利用した物質生産によるものづくりの革新、エネルギー
資源問題からの解放、環境問題の解決など、幅広い分野での新たなイノベーション、
新たな社会価値軸が創出される可能性もある（スマートセルインダストリー）。 

 新たに生み出される価値の源泉が「データ」にシフトする中、データとの接点やその利活
用を巡って競争が激化。こうした競争の中において、将来に亘る事業拡大期待を形
成した者がグローバルに多額の資金を一気に惹き付け、M＆A 等による成長を志向す
ることで、競争の規模とスピードが加速度的に拡大。この結果、先行者が総取りする 
“Winner takes All”のスピード勝負の世界に既に突入。 

 あらゆるビジネスが従来の業種の壁を超えて、広範なプレイヤーを巻き込んだ大競争へ。
その結果、産業構造・就業構造自体が極めて予見することが難しいほど急激な変革
の可能性。こうした変革においては、グローバルに新たなチャンスが広がる一方で、円滑
な労働移動への懸念など、「光」と「影」の両面が存在。こうした変革に先んじて、様々
な法制度を始めとした経済社会システム全体の再設計が不可欠となっていく。 

 欧米では、グローバル企業を中心に戦略的取組が急激に進展。実際に製造現場等
の「リアルデータ」の利活用を巡っては、情報産業の強みを活かして「ネットからリアルへ」
と進む米国と、製造業の強みを活かして「リアルからネットへ」と進む欧州がそれぞれグロ
ーバル戦略を展開。しかしながら、経済社会システムの見直しについてはまだ緒に就い
たばかり。 
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 我が国として、こうした動きにいち早く対応し、世界をリードするためには、情報の不確
実性による「市場の失敗」を打破し、官民による取組を示す「羅針盤」が必要。 
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３． 第４次産業革命による新たな成長と産業構造・就業構造の変革 
 
（１）新たな成長フロンティアとしての有望分野 

 第４次産業革命によって新たに生み出される財・サービスは、今後、成長が期待され
る新興国市場（中国、ネクストチャイナ等）に留まらず、個々のニーズを掘り起こすこ
とで、先進国市場においても新たな市場獲得の可能性が広がっている。 

 特に我が国は、現状において外需依存率が低く、他の先進国経済に比べて外需の伸
びしろが大きい（日本は輸出依存率 18％、世界平均 32％、英国 28％、ドイツ
46％）。巨大な自由貿易圏を生み出す、TPP を契機として、こうした新たな市場獲
得を目指していくことが重要。 

 さらに、第４次産業革命における技術革新はグローバルな課題解決へと繋がる可能
性。そのため、これらの世界に広がる「課題解決ニーズ」に対応した新たな市場が大規
模に出現。 

 実際に、今後急速にグローバル経済は人口減少経済へ（2075 年には過半の国が
人口減少に直面）。また、医療・健康や教育水準の向上、途上国経済の立ち上が
りによるエネルギー・環境制約の深刻化といった課題が顕在化。 

 人口減少・少子高齢化による影響 
 総需要の減少 
 労働供給制約、資本蓄積の低下 
 社会保障の持続可能性（健康長寿への対応） 
 地方経済・コミュニティの疲弊 

 エネルギー・環境制約（水、食料、資源等） 
 医療・健康、教育水準の向上 

 我が国は、こうした課題にいち早く直面する課題先進国。世界に先んじて、個社ベー
スだけでなく、社会システムとして先進的な変革を実現することにより、世界市場におい
て新たな競争優位を築くことが可能。 

 第４次産業革命への対応は、グローバルに広がる外需の獲得が不可欠な我が国経
済の競争力強化、社会的構造的課題解決の両面から必要不可欠。 

 一方、こうしたアプローチについても、海外とのスピード勝負となっており、これに負けると
日本のせっかくの優位なポジションを活かすことができなくなってしまう。 
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（参考）有力分野における変革の姿 

■ものづくり革新・流通・小売 
○足許で起きつつある変化 

データを利用した製造工程の生産性向上、購買情報等のリアルタイム分析による需要予測の精緻
化とサプライチェーン間での共有化などの供給面での効率性向上の動き。加えて、アフターケアまで含め
た製品製造のサービス化、金融等のサービス業への進出の動きも。また、消費者の購買情報を始めと
する顧客データを活用した商品開発といった需要面での新しい取組みも起きている。一方で、プラットフ
ォームを支配することで、より多くの顧客をデータ獲得しようとする動きも活発化している。 

○今後の変革の方向性 
製造・物流・販売をデータで連携させることで、消費者のニーズを的確に捉えた、グローバル規模でカ

スタマイズ製品の安価・迅速な供給（マスカスタマイゼーション）を目指す動きが進展。AI やロボットに
よる完全自動化が一層進展し、ドローンを用いた物流も本格化。加えて、複数企業の連携による消
費データの共同利用が進展し、消費者の趣味・嗜好を的確に把握、予測した新たな商品、サービス
開発や精緻なマーケティングが普及するなど、消費者の満足度・利便性を高めつつ潜在需要の開拓・
喚起が進む。 

 
 
 
 
 
 
■スマート保安 
 ○足許で起きつつある変化 

高度なセンシングによるビッグデータの収集、AI による分析を通じて、異常・予兆の早期検知、適
時・適切なアラームが可能となりつつある。 

 
○今後の変革の方向性 

   事業所の常時監視を通じた保安の実現により、安全性・生産性が大幅に向上。また、我が国の強
みである現場のオペレーション・スキルがスマート保安・システムとして集約・明確化されることで、熟練人
材の不足など、我が国と同じ課題を抱える諸外国へのシステム・インフラ輸出が活発化。 

 
■自動走行・モビリティ 

○足許で起きつつある変化 
自動走行に必要な地図を協調領域化し、リソースを集中し重複投資を回避する動きが進展して

いる。また、公道・実環境を利用した自動走行の実証実験も国内外で進んでいる。 

【第２回官民対話による総理指示（流通）】 
• 早ければ３年以内に、ドローンを使った荷物配送を可能とすることを目指す。 
• このため、直ちに、利用者と関係府省庁が制度の具体的な在り方を協議する「官民協議会」を

立ち上げる。この場で、今年夏までに制度整備の対応方針を策定する。 
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○今後の変革の方向性 
まずは、隊列走行の実現により、物流業の幹線輸送部分の効率性が向上し、その後完全自動

走行が可能となると、様々な産業（物流、移動サービス等）での活用が進み、運転中の広告や車
内時間活用サービス等が立ち上がる。また、高効率なシェアリングも実現。交通弱者や交通事故、
渋滞や環境問題の解消へ。 

 
 
 
 
 

■金融 
○足許で起きつつある変化 

金融と IT の融合が急速に進行し、FinTech と呼ばれる IT 分野の技術革新を活用した先進的
な金融サービスが拡大している。その中では、これまで金融機関の固有業務とされていた領域（決
済、資金調達、資産運用、保険等）に、次々と特定のサービスに特化した FinTech 企業や EC
（Electronic Commerce：電子商取引）事業者などの異業種が参入。多くの伝統的な金融
機関の特定の既存ビジネスを代替するまでにサービスが進化しつつある。 

○今後の変革の方向性 
従来、活用されていなかった多様なデータを活用した柔軟な与信判断やリスク判断等により、融

資等のサービス提供対象が更に拡大。需要家側もより簡便な決済手段の普及などにより利便性が
向上するとともに、個々にカスタマイズされた多様なサービスを享受可能。また、小額の資金のやり取
りが円滑化することで、資金調達や決済・送金等の面での起業・事業のハードルが低下。 

 
■医療・健康・介護 

○足許で起きつつある変化 
ウェアラブルデバイス等によるデータ取得が進展し、継続的に健康データを記録・管理・分析するこ

とにより、一人一人の健康状態に応じた個別化したサービスを提供する動き。また、診断支援システ
ムにおける人工知能活用など、最新技術の活用によって生産性向上も可能に。また、レセプト・特定
健診情報等を統合的に解析し、効果的・効率的な保険事業等に活用する流れが進展。 

○今後の変革の方向性 
健康/医療関連データの収集と利活用等により、健康無関心層も取り込んだ予防・健康増進サ

ービスといった新たな市場が拡大。各個人に合った健康サービスの提供の動きがさらに進展。また、人
工知能により認識・制御機能を向上させた医療・介護ロボット等の最新技術の実装が進み、現場
の負担を軽減。さらに、生体情報解析システムを構築・利用することで、各患者に合った、副作用が
少なく、薬効の高い医薬品のデザインや疾患の早期発見が可能に。 

【第２回官民対話による総理指示（自動走行・モビリティ）】 
• 2020 年には、オリンピック・パラリンピックでの無人自動走行による移動サービスや、高速道路で

の自動運転ができるよう、2017 年までに必要な実証を可能とすることを含め、制度やインフラを
整備する。 



9 
 

 
 
 
 
 
■スマートハウス・スマートコミュニティ・エネルギー 

○足許で起きつつある変化 
家庭内機器の IoT 化により、機器の高付加価値化や機器とサービスの融合が進捗。また、電力

使用量を見える化し、負荷の制御を一層きめ細かく行うことで、電力消費量の最適化を実現。こうし
た家庭内における IoT デバイス・住宅・再生可能エネルギーデバイス・電気自動車等の連携が進む。
また、需要家の節電電力量を集約するアグリゲーターも登場。 

○今後の変革の方向性 
地域の特性に応じて総合的なエネルギー需給管理を行うスマートコミュニティが実現し、IoT を活

用して需要家側リソースを電力の需給調整に活用するエネルギーリソースアグリゲーションがさらに展
開。エネルギーデータにとどまらず、家庭内・コミュニティ内の様々なデータが機器やサービスの境界を
超えて取得・利活用されることで多様なサービスが可能になる。これらの情報を統合的に集約するプ
ラットフォームを抑えることで競争優位を築き、価値の大宗を握る事業者が出現する可能性も。 

 
 
 
 
 
 
 
■教育 

○足許で起きつつある変化 
AI等を活用して習熟度に応じた学習コンテンツを提供するアダプティブ・ラーニングが、私教育分野

から充実し、学校教育との連携が進んでいる。他方、新たな人材ニーズに対応すべく、国境を越えた
オンラインによる学び直し環境や、幅広い学習ニーズに対応する高等教育機関が出現し始めてい
る。 

○今後の変革の方向性 
アダプティブ・ラーニング等の進展により、子供一人一人の習熟度や学習上の困難さ、得意分野

など、個に応じた学習が可能に。社会人についても、教育コンテンツのオープン化とネット授業を活用
しつつ、個別のニーズに応じて職業に必要な能力や知識へ容易にアクセスする学び直しが拡大。 

 

【第２回官民対話による総理指示（医療・健康・介護）】 
• ３年以内に、人工知能を活用した医療診断支援システムを医療の現場で活用できるよう、今年

春までに、医療診断支援ソフトウェアの審査に共通して活用できる新たな指針を公表する。 

【第３回官民対話による総理指示（スマートハウス・スマートコミュニティ・エネルギー）】 
• 節電のインセンティブを抜本的に高める。家庭の太陽光発電や IoT を活用し、節電した電力量を売

買できる「ネガワット取引市場」を 2017 年までに創設する。 
• そのため、本年度中に、事業者間の取引ルールを策定し、エネルギー機器を遠隔制御するための通

信規格を整備する。 
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■農業 
○足許で起きつつある変化 

生産現場では高齢化、労働力不足が進む中、ロボット技術や ICT等の技術の開発・導入などの
動きが活発化しつつあり、また生産現場に留まらず加工・物流・販売の連携を通じた、生産性の向
上を図る動きが見られる。 

○今後の変革の方向性 
ロボットや自動走行システム等の導入による省力化や、人工知能（ディープラーニング）等を活

用することで生産現場の暗黙知の形式知化を通じた更なる生産性の向上が可能に。また、ICT の
活用により、生産・加工・物流・販売の効果的・効率的な連携が可能に。その結果、生産・加工工
程における自動管理の導入やトレーサビリティの確保を通じた高度な品質管理が実現し、世界的な
「食市場」の獲得へ。また、販売実績等のデータの利活用等を通じ、多様な消費者ニーズ（嗜好・
安全性・価格等）によりきめ細かく対応した農作物の提供が可能に。 

  
 
 
 
 

■観光 
○足許で起きつつある変化 

 位置情報や決済データ等を取得、分析し、観光サービスの提供に活用する動きが進展。またロボッ
ト等の活用や、ビッグデータ分析に基づくオペレーション改善により、業務の省人化・省力化を進める
ホテルや飲食店が登場。 

 

○今後の変革の方向性 
滞在時における観光客の行動データを収集・活用し、個々人の趣味嗜好に合致するカスタマイズ

さ れ た 観 光 体 験 を 提 供 で き る 事 業 者 が 競 争 優 位 を 獲 得 。 ま た シ ェ ア リ ン グ や CtoC
（Consumer-to-Consumer：消費者間の取引）のマッチングサービスの広がりにより、個人もサ
ービス提供者として観光産業に参画。 

 
■メディア・コンテンツ 

○足許で起きつつある変化 
オンライン化による場所を選ばないコンテンツ制作や、グローバル規模での流通チャネルの多様化・

双方向化が進展。 

○今後の変革の方向性 

【第４回官民対話による総理指示（農業）】 
• 農業に最先端技術を導入する。2018年までに、ほ場内での農機の自動走行システムを市販化し、2020年までに

遠隔監視で無人システムを実現できるよう、制度整備等を行う。 
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顧客の好みに合わせて最適なコンテンツの配信が可能に。AI やロボットによるコンテンツの自動生
成や、バーチャルリアリティ（仮想現実）の活用など、より一層多様なコンテンツの生成が可能に。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）産業構造・就業構造変革の方向性 

 (i) ニーズ駆動による産業構造転換のポイント 

 第４次産業革命では、AI 等の技術革新・データ利活用により、今までは対応しきれな
かった「社会的構造的課題＝顧客の真のニーズ」への本質的な対応が可能に。グロー
バルに広がるこの新たなフロンティアを誰が発掘・獲得するかの競争へ。（「移動する」、
「スマートに暮らす」、「健康を維持し、高齢者を支える」、「スマートに手に入れる」等） 
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 そのため、新たな付加価値の源泉は「データ」へ。データの取得、ビッグデータ化、分析、
利活用のサイクルを回し、真のニーズに対応する革新的な製品・サービスをいかにスピ
ーディーに生み出せるかが競争優位の鍵に。 

 こうしたデータを上手に活用し、新たなフロンティアを発掘・獲得する企業・産業が成長
する一方、そうでない場合には、厳しい状況に。 

 今後、こうした伸びゆく産業部門を巡って競争が一層激化。これまで業種、企業、事
業の壁に隔てられ、囲い込まれてきたデータ・技術・ヒト・カネを、従来の壁を越えて融
合させていくところに、全く新たな価値が生み出される可能性。このため、従来の同業
間での再編から、全く別の産業との再編や相互参入の可能性も。その結果、産業構
造の大幅な転換へ。 

 具体的には、 

 ①「顧客の真のニーズ（便利に移動する等）」に対応して、従来の業種を越える新たな
バリューチェーン・産業群が出現。 

 ②そうした動きの中で、データ利活用の中核を担う情報サービス部門や顧客データを活
用したマスカスタマイゼーション等に対応できる製造部門などが大きく成長。その一方で、
粗原料部門や中間投入製造部門等は、相対的に厳しい状況に。 

 
 我が国としては、グローバルに進展するこうした変革にいち早く対応すべく、迅速かつ柔

軟に産業構造転換を実現することが必要。 
 
 
 (ⅱ) 就業構造転換のポイント 

 AI やロボット等の出現により、定型労働に加えて非定型労働においても省人化が進
展。本格的な人口減少に直面する我が国においては、一般的には、人手不足の解
消につながることも期待される。 

 また、ビジネスプロセスそのものの大きな変革により、AI やロボット等を手段として使いこ
なし共に働く仕事や、これまで以上に人が直に接することによる価値を活かした仕事等、
新たな雇用ニーズが生まれる可能性も｡ 

 一方、雇用のボリュームゾーンである中間層においては、求められるスキルの内容が変
化する可能性。例えば、従来型のバックオフィス業務等は、大きく減少していく可能性
が高い。 

 こうした就業構造の転換に対応した人材育成や、成長分野への円滑な労働移動が
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不可欠となる。 
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（参考）第４次産業革命による「仕事の内容」の変化 

＜上流工程（経営企画・商品企画・マーケティング、R&D）＞ 
 様々な産業分野で新たなビジネス・市場が拡大するため、ハイスキルの仕事は増加 
 （職業例）経営戦略策定担当、M&A 担当、データ・サイエンティスト、マス・ビジネスを開発する商品

企画担当やマーケッター・研究開発者、その具現化を図る IT 技術者 
 データ・サイエンティスト等のハイスキルの仕事のサポートとして、ミドルスキルの仕事も増加 

（※）技術革新の進展スピード次第 
 （職業例）データ・サイエンティスト等を中核としたビジネスの創出プロセスを具現化するオペレーション・

スタッフ 
 マスカスタマイゼーションによって、ミドルスキルの仕事も増加 
 （職業例）ニッチ・ビジネスを開発する商品企画担当やマーケッター・研究開発者、その具現化を図る

IT 技術者 

＜製造・調達＞ 
 IoT、ロボット等によって省人化・無人化工場が常識化し、製造に係る仕事は減少 
（職業例）製造ラインの工員、検収・検品係員 
 IoT を駆使したサプライチェーンの自動化・効率化により、調達に係る仕事は減少 
（職業例）企業の調達管理部門、出荷・発送係 

＜営業・販売＞ 
 顧客データ・ニーズの把握や商品・サービスとのマッチングが AI やビッグデータで効率化・自動化される

ため、付加価値の低い営業・販売に係る仕事は減少 
 （職業例）低額・定型の保険商品の販売員、スーパーのレジ係 
 安心感が購買の決め手となる商品・サービス等の営業・販売に係る仕事は増加 
 （職業例）カスタマイズされた高額な保険商品の営業担当、高度なコンサルティング機能が競争優位

性の源泉となる法人営業担当 

＜サービス＞ 
 AI やロボットによって、低付加価値の単純なサービス（過去のデータから AI によって容易に類推可

能／動作が反復継続型であるためロボットで模倣可能）に係る仕事は減少 
 （職業例）大衆飲食店店員、中・低級ホテルの客室係、コールセンター、銀行窓口係、倉庫作業員 
 人が直接対応することが質・価値の向上につながる高付加価値なサービスに係る仕事は増加 
 （職業例）高級レストランの接客係、きめ細かな介護、アーティスト 

＜IT 業務＞ 
 新たなビジネスを生み出すハイスキルはもとより、マスカスタマイゼーションによってミドルスキルの仕事も

増加 
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 （職業例）製造業における IoT ビジネスの開発者、IT セキュリティ担当者 

＜バックオフィス＞ 
 AI やグローバルアウトソースによって代替されるため減少 
（職業例）経理、給与管理等の人事部門、データ入力係 
 
 
 (ⅲ)具体的な変革の「将来像」 

 上述のとおり、第４次産業革命における変革の動きは、急激かつ多岐にわたり、経済
社会システムの在り方にまで影響する。 

 そのため、こうした変革の全体像を正確に見通した上で、各分野の戦略的取組につい
て確定的なシナリオを描くことは極めて困難。 

 むしろ、こうした状況下では、①「グローバルな顧客の真のニーズ」に対応する重要領
域を設定、②誰が、どのような技術革新を活用して、新たなビジネスモデルを構築する
かの複数の長期シナリオを描き、 ③産業、雇用、経済社会に対する影響（「光」と
「影」）を分析、 ④重要な分岐点を特定し、具体的な目標を中期的な期限を定め
て設定、⑤そこから逆算して官民の必要な取組（規制改革、事業促進等）のロード
マップを整理し、短期の具体的改革を実現していくことが有効。 

 なお、こうした「将来像」は時々刻々と変化しうるものであり、ダイナミックな検討の継続
が必要。 

 今後、「移動する」、「スマートに暮らす」、「健康を維持し、高齢者を支える」、「スマー
トに手に入れる」をはじめとして、広範な分野について具体的な検討を深化させること
が重要。 
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＜（１）「移動」の例＞ 
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＜（２）「スマートに暮らす」の例＞ 
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＜（３）「健康を維持し、高齢者を支える」の例＞ 
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＜（４）「スマートに手に入れる」の例＞ 
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（ⅳ）産業構造・就業構造の試算 1 

 今後の変革の方向性を見極める一助として、どのような産業活動部門及び職業が拡
大・縮小する可能性を有しているのかについて、経済モデルを構築し試算を行った 2。 

 この試算では、第４次産業革命に対応した変革が実行されず、低成長で推移する
「現状放置シナリオ」と、第４次産業革命による生産性の飛躍的な向上、成長産業
への経済資源の円滑な移動、ビジネスプロセスの変化に対応した職業への人材の移
動などが実現した「変革シナリオ」の二つのケースについて行った。（二つのケースの内
容は後述４．参照） 

 なお、この試算結果は、変革の「将来像」が時々刻々と変化することに応じて検討を
継続すべきものである。 

 
                                                   
1 ここでの産業構造は経済活動部門別の GDP 及び従業者数を示し、就業構造は職業別の従業者数を示す。なお、
経済活動部門は、産業連関表におけるアクティビティベースの産業分類に対応し、個々の財・サービスの生産活動によ
る分類である。産業連関表では、例えば、自動車製造を IT 化で効率化する企業があった場合、自動車製造活動と情
報サービス活動に分割し、それぞれの活動が自動車製造業と情報サービス業に計上される。そのため、ここでの産業構
造は、企業に割り振られる産業区分ではなく、我が国の産業活動を示している。 
2 詳細は P53 を参照。 
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＜全体像・マクロ経済＞ 

 「変革シナリオ」では、顧客の真のニーズに対応し、社会課題を解決する新たなサービ
ス・製品を提供することで、高付加価値・高成長部門を獲得。また、機械・ソフトウェア
と共存し、人にしかできない職業に労働力が移動する中で、人々が広く高所得を享
受する社会となっている。 

＜変革シナリオにおける産業構造＞ 

 顧客データを活かした個々のニーズに対応したマスカスタマイズやサービス化等により価
値の向上が期待される、最終財を製造する顧客対応型製造部門、第 4 次産業革
命の中核を担い、産業活動全体で需要が拡大する情報サービス部門の付加価値及
び従業者数が大きく拡大。 

 また、顧客データを活かした潜在需要等の顕在化により市場拡大が見込まれる観光
業などのおもてなし型サービス部門、システム全体の質的な高度化や供給効率の向
上、他サービスとの融合による異分野進出により新たな価値を取り込む運輸や通信な
どのインフラネットワーク部門でも、平均成長率より高い成長率が見込まれる。 

＜変革シナリオにおける就業構造＞ 

 経営戦略策定や研究開発者といった上流工程、高度なコンサルティング機能が競争
力の源泉となる商品・サービス等の AI・ロボット等による代替確率の低い営業販売、
高級レストランの接客のような人が直接対応することが質・価値の向上につながる高
付加価値な低代替確率のサービス、産業全体で需要が高まる IT 業務で従業者数
が増加する。 

 それ以外の製造ライン工員や企業の調達管理など製造・調達、スーパーのレジ係など
の高代替確率の営業販売、銀行窓口係などの高代替確率のサービス、経理・給与
係などのバックオフィスの職業は、AI・ビッグデータ・IoT・ロボットによる代替が進み、減
少する。 
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試算結果の概要（2030 年までの姿） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業構造の試算結果 
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就業構造の試算結果 
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４．第４次産業革命をリードする我が国の基本戦略 
 

（１）我が国の現状 
 第４次産業革命への対応は、欧米が先行しながら急激に進展している。既に「バーチ

ャルデータ 3」を巡るデータ競争「第１幕」では先行する GAFA（Google, Apple, 
Facebook, Amazon）が大規模なプラットフォームを形成しており、大きく水を空け
られている。 

 今後、これまで大きく発展してきたバーチャルデータの利活用に加えて、「リアルデータ 4」
を巡るデータ競争「第２幕」へと移行。リアルデータを大量に生み出す「現場」の力を最
大限活かし、日本の強みと「データ」を結び付け、第４次産業革命をリードする新たな
競争優位を生み出すことが必要。その際には、データを囲い込みガラパゴスに陥ること
なく、グローバルに展開可能となるよう、重要領域を特定した上で具体的なプラットフォ
ーム構築を進めていくことが重要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 こうしたデジタル経済における新たな競争を勝ち抜くためには、我が国自ら新たなイノベ
ーションを生み出す力、新陳代謝を通じて産業構造・就業構造、経済社会システム
の変革を生み出すダイナミズムが不可欠。しかしながら、我が国では、未だ資本や労
働の流動性が低く、産業構造・就業構造が硬直化したままであり、我が国経済全体
が「老朽化」。このままでは、第４次産業革命に十分に対応することは困難。 

                                                   
3 バーチャルデータ: ユーザーが Web 上で入力するデータや Web から配信される音声・映像データ等 
4 リアルデータ: 実世界の活動（個々人の生活情報や製品の稼働状況等）をネットワークに接続されたセンサーを 

介して直接的に収集するデータ 



27 
 

 
（２）第４次産業革命の２つのシナリオ～日本は今、「分かれ目」～ 
 第４次産業革命への対応を巡っては、日本は今、まさに分かれ目に立っている。 

 現状のように、企業・系列・業種の壁や自前主義が温存されたままでは、グローバルな
データ利活用の基盤であるデータプラットフォームを海外に依存せざるを得なくなる。そ
の結果、海外のプラットフォーマーが付加価値を吸収し、そのプラットフォームの上で我
が国産業が下請け化しジリ貧に至る懸念が大きい。 

 また、既存産業が温存され、労働市場も固定化し、人材育成も従来のまま継続して
しまうと、機械化・デジタル化による雇用機会の喪失、機械・ソフトウェアとの競争による
賃金の低下に直面することとなり、中間層の崩壊・二極化が進展。 

 これらの結果、日本ではハード中心の漸進的イノベーションに留まることとなる。 

 一方、こうしたシナリオを回避するためには、第４次産業革命の技術革新とデータを活
かした新たな需要の発掘・獲得を推進することが不可欠であり、そのためには、新たな
人工知能技術等により飛躍的に機能を向上させた製品・革新的サービスの創出を行
うことや、企業・系列の壁を越えたデータプラットフォームの形成を促進することが重要。
また、データ活用を軸とした教育・人材育成システムへの転換、外国人材の活用、労
働市場・雇用制度変革、そして産業の新陳代謝の活性化等の対応を進めることも不
可欠。加えて、データ、人材、技術、資金の国際的なネットワークの核となることが必
要（具体的な対応策は後述の 5．参照）。 

 こうした新たな時代に対応するデータ、ヒト、モノ（技術）、カネを抜本強化し、日本
の強みと「データ」を結びつける戦略的取組を行うことで、新たなサービス・製品創出に
よる社会課題の解決及びグローバルな市場・付加価値の獲得が可能に。さらには、労
働力人口減少を補う生産性向上やその結果としての賃金上昇へと好循環が形成さ
れ、第 4 次産業革命の果実を中小企業や地域経済にも波及させることが可能となる。
その一方で、ソフトも含めた破壊的イノベーションの実現を通して、幅広い分野での産
業再編や雇用の流動化が不可避となり、産業構造、就業構造の転換への対応が必
要となる。 

 現状放置のまま安定したジリ貧を取るのか、変革シナリオを取り、痛みを伴う転換を取
るのか、我が国は極めて重要な決断が求められている。 

 従来の漸進的かつ連続的なイノベーションを前提とする安定を重視した「剛構造」の
産業構造・就業構造ではなく、破壊的なイノベーションを前提とする多様なチャレンジ
が生み出され新陳代謝が活発に行われるような「柔構造」の産業構造・就業構造を
構築することが必要。 
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 第４次産業革命の極めて早い変革スピードを目の前にすると、日本に残された時間
はもはや少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）戦略領域における基本的アプローチ 

世界の技術や産業の方向性、世界のメインプレーヤーの戦略を把握した上で、日本
の「強み・弱み」を分析し、「取りに行く」分野を明確にすることが重要。これをオールジャ
パンで共有した上で、政府の戦略、民間の戦略、研究機関の戦略を打ち立てる。具体
的には、 

①長期的な将来像（社会、技術、産業、雇用）を官民で共有。 
②具体的な目標を中期的な期限を定めて設定。 
③目標を実現するための必要な全ての要素(規制改革、事業促進策、民間の事

業展開等）を定めたロードマップを作り、短期の具体的改革を実施 

この戦略を踏まえて、 

①方向が見えてきた課題に対しては、先んじて改革に着手する。 
②様々な可能性があって、まだ方向性が不透明なテーマに対しては、コンセンサスを

待たずに、先行的なアイディアを「この指止まれ」でやってみることが重要 

（参考）日本の経済社会が抱える強み・弱み 

日本の強み：現場（オペレーション、カイゼン、暗黙知）、生産設備群、 
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 質の高い消費者 等 
日本の弱み：組織・企業・業種の壁、自前主義、レガシーの存在、意思決定

スピードの欠如、戦略的思考欠如、前例主義 
国内市場（パイ）の縮小 等 

 

データ利活用に関する日本の強み・弱み 
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５．未来に向けた経済社会システムの再設計 ～ ７つの対応方針 ～ 

（１）データ利活⽤促進に向けた環境整備 
• データプラットフォームの構築、データ流通市場の創成 
• 個人データの利活用の促進 
• セキュリティ技術や人材を生み出すエコシステムの構築 
• 第４次産業革命における知的財産政策の在り方 
• 第４次産業革命に対応した競争ルールの在り方の整理  

 
（２）⼈材育成・獲得、雇⽤システムの柔軟性向上 

• 新たなニーズに対応した教育システムの構築 
• グローバルな人材の獲得、多様な労働参画の促進 
• 労働市場・雇用制度の柔軟性向上   

 
（３）イノベーション・技術開発の加速化（「Society5.0」） 

• オープンイノベーションシステムの構築 
• グローバルトップ水準のイノベーション拠点の整備 
• 世界をリードする国家プロジェクトの構築、社会実装の加速（人工知能等） 
• 知財マネジメントや国際標準化の戦略的推進 

    
（４）ファイナンス機能の強化 

• リスクマネー供給に向けたエクイティファイナンスの強化 
• 第４次産業革命に向けた無形資産投資の活性化 
• FinTech を核とした金融・決済機能の高度化   

 
（５）産業構造・就業構造転換の円滑化 

• 迅速・果断な意思決定を可能とするガバナンス体制の構築 
• 迅速かつ柔軟な事業再生・事業再編等を可能とする制度・環境整備 
• 労働市場・雇用制度の柔軟性向上【再掲】 

 
（６）第 4 次産業⾰命の中小企業、地域経済への波及 

• 中小企業、地域における IoT 等導入・利活用基盤の構築 
 
（７）第 4 次産業⾰命に向けた経済社会システムの⾼度化 

• 第４次産業革命に対応した規制改革の在り方 
• データを活用した行政サービスの向上 
• 戦略的な連携等を通じたグローバル展開の強化 



31 
 

• 第４次産業革命の社会への浸透 
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６．我が国の具体的戦略  
 

（１）データ利活⽤促進に向けた環境整備 

課題①データプラットフォームの構築、データ流通市場の創成 
第４次産業革命においては、企業や組織の垣根を超えてデータを収集・分析

し、スピーディーに新たなビジネスの創出につなげていくことが重要。しかしながら、我
が国においては、企業内にデータが囲い込まれているケースが多く、現状のままでは
グローバルなデータ利活用の基盤であるデータプラットフォームを海外に依存せざる
を得なくなることが懸念される。 

また、こうしたデータプラットフォームの構築に加えて、データについての相対取引
の活性化や第三者との間でオープンにデータを取引する市場の構築など、マーケッ
トメカニズムに基づくデータ流通の活性化についても同時に推進することが重要。 

 
【基本的方向性】 

日本が強みを活かせる分野において、競争領域・協調領域を明確化した上で、
グローバルにデータプラットフォームの構築を推進することが重要。具体的な成功事
例を早期に生み出し、国際展開していくため、官民連携の下、データが集約され、
企業間でデータがシェアされて利活用されるよう、実証環境や制度・ルールの整備、
国際標準化の推進等を進めることが必要。 

また、将来的には、データの出し手とデータの需要者との間でマッチングがされ、
必要な時にデータが流れ、データが相互に利活用される仕組み(「データ流通市
場」)の定着が必要。そのため、データを授受する者の間での権利や責任の帰属や
取引ルールの明確化を進める。さらに、具体的なデータ流通市場構築に向けた技
術面、制度面での検討を行う。 
     

【当面の対応案】 
– 具体的なデータプラットフォーム構築 

（スマート工場）2020 年までに、センサー等で収集したデータを、工場間、  
工場と本社間、企業間など組織の枠を超えて活用する先進事
例を 50 件以上創出 

（産業保安）IoT 等を活用した常時監視を行う場合に検査頻度を低減する
など、新たな規制システムを本年度中に導入 

（自動走行地図）企業の枠を超えて地図の仕様を統一し、これをもとに国際
標準化を提案。早ければ 2018 年までに官民連携で地図デー
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タを整備し早期実用化。 
（健康・医療）個別本人同意の下で、レセプト・検診・健康データを集約・分

析し、個別化健康サービスを提供する実証を本年度中に開始 
（流通）消費者の購買データ（＝デジタルレシートデータ）標準フォーマットの 

策定・普及、コスト削減と性能を飛躍的に向上させた RFID（電 
子タグ）の導入促進 

（リサイクル）バリューチェーンの各工程における製品の素材・設計・ユーザーの
使用状況・回収・再生等の情報や、製品等に含まれ国内に分散
する地上資源の情報等を統合したプラットフォーム構築 

– データに関する契約実態の把握、契約ガイドライン、契約のひな形・モデル  
条項等の作成 

– データ流通市場形成に向けた先行事例の推進 
（IoT 推進ラボを通じたデータ取引仲介事業者に対する支援、提供可能な 

データの明示） 
– 従来の対面・書面原則を転換し、原則 IT 化を推進 
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課題②個人データの利活用の促進 
個人データの利活用については、本人同意取得や匿名加工に関するルールが

不明確であることや、個人データ利活用の有用性についての社会的認知が不十
分であること等により、事業者が本格的なビジネス展開を躊躇する傾向にある。 

また、事業者が新たなビジネス展開を検討する場合であっても、有用性の高い
データであるにも関わらず収集が十分な規模まで進まず散在しているケースも存在。
さらに、事業者や行政機関が大量に個人データを保有していても十分に利活用さ
れず死蔵され、本人による利活用や第三者提供が進まないケースも存在。 

 
【基本的方向性】 

個人データの利活用促進にあたっては、ビジネスにおける利活用促進と個人の
プライバシーの保護についての適切なバランスが図られることが重要。 

まずは改正個人情報保護法に基づき、適切な本人同意の取得や匿名加工
に関するルールの明確化及び周知徹底を図り、個人データの利活用を促すことが
重要。 

また、医療・創薬分野等においては、治療や検査のデータを簡便に収集し、安
全に管理、匿名化を行う機関の創設等を通じた、個人データの利活用推進につ
いても併せて検討を進める。 

さらに、個人情報の利活用をより一層促進するためには、個人の一定の関与の
下で、多様な事業者が有効にデータを活用できるような環境整備が必要。例えば、
本人の関与下で、個人に関するデータを預かり、一元的に集約した上で、様々な
事業者に対してデータを提供する機関の整備等についても検討を進める。 

 
【当面の対応案】 
– 適正な本人同意取得のためのガイドラインの国際規格化 
– 匿名加工処理のガイドライン策定（各業界毎の認定個人情報保護団体に

おける策定） 
– 治療や検査のデータを簡便に収集し、安全に管理、匿名化を行う機関を創

設する法制度を整備（来年中） 
– 本人関与の下での個人データ利用の仕組みの検討 
– データベースや分析・解析技術等の適正な保護の検討 
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課題③セキュリティ技術や人材を生み出すエコシステムの構築 
我が国の重要インフラや重要産業を守るサイバーセキュリティは、各企業・機関

が個別に対応することには限界があるため、国が率先してサイバー攻撃・防御の実
践を促すことで、技術や人材を研鑽し、投資につながる具体的なセキュリティ対策
のニーズを生み出すことが必要。 

また、企業レベルにおいてもサイバー攻撃対策は、IT を利活用する限り避けて
通れない経営課題ではあるものの、企業にとってサイバーセキュリティ対策の費用
対効果が見えにくいため、サイバーセキュリティ対策に十分な資金が流れていないと
いう課題も存在する。 

 
    【基本的方向性】 

実際のインシデント対応、最新の攻撃情報とその分析、それらを踏まえた研究
開発、実践を通じた人材育成が連携して行われるためのエコシステムを構築し、
産業側のセキュリティ対策のニーズを生み出す仕組を検討していく。 

また、セキュリティ対策の実装を推進するために、どのような対策を行うべきかの
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基準の明確化や、対策を行う企業が市場から評価されるような仕組みを検討して
いく。さらに、業法によってサービスの維持や安全確保に係る水準が求められている
分野については、規制の枠組みを活用することも考えられる。 

 
【当面の対応案】 
– サイバーセキュリティ経営ガイドラインの普及 
– サイバーセキュリティ対策の強化に繋がる技術開発や人材育成の推進 
– 重要インフラ企業におけるセキュリティ対策強化（電力、クレジット等） 
– クレジットカード分野における加盟店等に対するセキュリティ対策の義務づけ等

を含めた必要な法制上の措置 
– セキュリティ人材確保対策の実施（国家資格をはじめとしたサイバーセキュリテ

ィ人材の育成・確保促進）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題④第４次産業革命における知的財産政策の在り方 
デジタル・ネットワーク技術の発展により、AI による創作物や、センサー等から集

積されるデータベースなど、新たな情報財が次々と生み出されている。現行の知的
財産制度は、こうした新たな情報財の出現に対応していくことが重要ではないかの
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指摘もある。こうした新たな情報財の利活用の促進と知的財産の保護について適
切なバランスの取れた知的財産制度を構築することが必要。 

 
【基本的方向性】 

デジタル・ネットワーク技術によって生み出される新たな情報財（ＡＩによる創
作物、データベース等）についての知的財産制度上の取扱の明確化を進めること
が必要。 

また、適切な投資インセンティブが確保されるよう、デジタル・ネットワーク技術や
データベース自体へのフリーライドの防止や、技術やデータの第三者との共有時に
おける適切な対価の確保等が必要。そのため、新たな情報財に対する不正コピー
等の侵害行為への対応や、技術やデータの協調利用に関するインセンティブ等に
ついて検討を行うことが必要。 

加えて、既存の知的財産についても、データの円滑な利活用によるイノベーショ
ンを促進するため、新たな著作権システムの構築が必要。 
 

【当面の対応案】 
– AI 創作物、データベース等の新しい情報財や関連技術に関する知的財産保

護の在り方の検討 
– 知的財産の協調利用の促進 
– 新たな著作権システムの構築（一定の柔軟性のある権利制限規定など） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



40 
 

 
課題⑤第４次産業革命に対応した競争ルールの在り方の整理 

デジタル市場で急成長を遂げた GAFA（Google, Apple, Facebook, 
Amazon）のようなプラットフォーマーは、ネットワーク効果、限界費用の低さ、複
製の容易さなどにより、急速に市場シェアを拡大するとともに、スイッチングコストの
高さなどから、その競争優位が固定され、支配的地位となっている可能性が懸念
される。公正な競争環境を整備し、イノベーションを促進していく為、現行の法制
度で、プラットフォーマーに対応できていない部分を明らかにし、既存の法制度が有
効に機能しない・しにくい新たな問題については、競争政策以外の観点も含めて、
新たな政策措置の要否を検討する必要がある。また、公正取引委員会が、公正
な競争を阻害し、独占禁止法に違反している事実を確認した場合には、迅速か
つ厳正に法を執行するべきであると考えられる。 

 
    【基本的方向性】 

関係府省とも連携し、デジタル市場における競争環境の実態把握を進め、論
点・課題を精査し、現行の法制度で対応できない部分を明らかにする。その上で、
対応できない部分については、我が国における取組を検討するとともに、新たな手
当が求められる制度がないか、広く検討を行っていく。また、独占禁止法の執行環
境の整備を行い、公正取引委員会が違反事実を確認した場合には、同委員会
は迅速かつ厳正に法を執行するとしている。 

 
【当面の対応案】 
– プラットフォームへの対応の在り方の整理と新たな措置の検討 
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（２）⼈材育成・獲得、雇⽤システムの柔軟性向上 

課題①：新たなニーズに対応した教育システムの構築 
第４次産業革命の結果、特に人工知能の職場への導入に伴って仕事内容・ビ

ジネスが大きく変化していくことが予想されているが、そうした変化の中でも新しい時代
を切り拓き新たな価値を創造していく力を育むため、既存の教育制度や学習システ
ムのさらなる進化が求められる。第４次産業革命によって付加価値の源泉やビジネ
スの勝ちパターンが急速かつ非連続に変化することに対応し、新たなビジネスを創出
する人材を育成するためには、教育や人材育成の在り方を抜本的に変革することが
必要。 

初等中等教育においては今後、これまで必ずしも十分とは言い難かった異なる多
様な知を結びつけながら新たな付加価値を生み出す創造的な力などの育成を重視
することが求められる。そのため、社会や世界の変化に対応した「社会に開かれた教
育課程」を実現し、これからの時代に求められる資質・能力を効果的に育むことが必
要となる。その実現に向けて、世界が認める日本の学校教育の良さを生かしながら、
アクティブ・ラーニングの視点に立った授業改善や個に応じた指導等のさらなる充実が
重要である。また、高等教育においては、人材を国内外から惹き付けトップ人材を創
出する仕組みが不十分である。また、今後、第４次産業革命に対応するために必
要なスキルを向上させるため、産業界と高等教育機関におけるより一層の連携強化
が必要である。 

さらに、AI やロボット等を活用できる人材ニーズへ対応するため、スピード感をもっ
て教育改革に取り組む必要がある。 

 
【基本的な方向性】 

①第 4 次産業革命を迎える社会を見据えた資質・能力を育成する初等中等教
育、②トップ人材の育成、③大学・社会人教育を通じたミドルスキル人材の底上げ、
の三つを一体的かつ迅速に展開していく。 

①初等中等教育においては、政府・学校が企業や民間団体と積極的に協働し
て ICT を効果的に活用しながら、教育の内容と手法（以下）を一体的に変革して
いくことが必要。 
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教育内容：創造的な問題発見・解決のために情報・データや IT を使いこなす力や、多
様な人々と協働する力、感性やリーダーシップ、チャレンジする意欲といった資
質・能力を育成。アルゴリズムの意義の理解やプログラミング、データに基づく分
析等に関する学習を充実。 

教育手法：これからの時代に求められる資質・能力を育むため、アクティブ・ラーニングの視
点に立って授業を改善。子供一人一人の習熟度や学習上の困難さ、得意
分野など、個に応じた学習を、授業の場にとらわれず民間におけるアダプティ
ブ・ラーニングの取組とも連携して効果的に実現。 

そのために、学校が ICT や外部人材の活用を促進するための基盤整備を早急に
進めていく。その中で産業界は、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、アクテ
ィブ・ラーニングの視点に立った授業改善やアダプティブ・ラーニング、論理的思考力等
を育むプログラミング教育に関する学校現場のニーズに応じた教材・システムの積極
的な開発や利活用のバックアップ、教員を支援する民間人材の派遣等を行う。 

②高等教育においては、第4次産業革命におけるグローバル競争をリードし、新た
なビジネスのトレンドを創出するトップクラスの人材を創出・獲得するために、大学改
革を進め、各大学の強みや資源を活かした教育研究機能の強化を一層加速化さ
せるべき。 

③ミドルスキルの教育においては、大学・社会人教育の内容を、情報科学関連分
野の充実を含め、第 4 次産業革命に対応したものへと変革していくことが必要。この
前提として、学校・教育関連サービス産業と求人側産業との連携による人材育成を
促すため、省庁の壁を越えた産業・雇用・教育政策の連携強化を進める。 

 
【当面の対応案】 

政府において検討されようとしている改革の方向性を踏まえ、下記の対応策を 
検討。 
 

（教育内容、教育手法の改善支援＜初等中等教育＞） 
– 論理的思考力等を育むプログラミング教育の発達の段階に則した必修化に

伴う教材開発や人材派遣等の支援 
– ICT を活用したアクティブ・ラーニングの視点からの授業改善支援 
– アダプティブ・ラーニング導入の実証事業の早期実施 

 
  （教育基盤整備＜初等中等教育＞） 

– 教育界と産業界の連携によるコンテンツ開発・外部民間人材の活用 
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– 効果的な ICT 活用の在り方の明確化と ICT 教育環境整備計画の策定 
– 地方自治体における ICT 利活用促進に向けた産学官連携支援体制の構

築 
 

（グローバル競争力を有する大学の創出とトップ人材の獲得＜高等教育＞） 
– 指定国立大学、卓越大学院（仮称）の具体化 

 
  （社会ニーズにマッチした教育内容へと転換＜高等教育・社会人教育＞） 

– 産業界のニーズと、高等教育や社会人教育のミスマッチを解消する観点等か
ら、「産業政策」「雇用・労働政策」「教育・人材政策」を、一体化して議論す
る省庁横断的な会議を創設 

– 理工系人材育成に関する産学官円卓会議における行動計画策定（産業
界のニーズ実態調査に基づく人材需給のマッチング、産業界が求めるスキルの
見える化と採用活動におけるスキルの評価の促進、産業界のニーズを踏まえた
カリキュラム提供等） 

– 実践的な職業教育を行う高等教育機関の具体化（IT データ、観光、デザイ
ン等） 
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課題②グローバルな人材の獲得、多様な労働参画の促進 

第 4 次産業革命におけるグローバル競争に打ち勝つためには、女性・高齢者も含
め、国籍・性別・年代を問わず個々人の柔軟な働き方を可能にしてより多様な人材
を活かし、最適な人材調達・配置を図ることで労働生産性を上げていくことが不可
欠。 

特に、成長分野への労働移動の過渡期においては、IT 分野を中心に、トップ層
はもとよりミドルスキル人材についても、専門的・技術的外国人材獲得ニーズへの対
応が必要。また、諸外国では、国際的な人材獲得競争として優秀な外国人材の優
遇を進めている中、我が国としても彼らにとって魅力的な仕組みを構築し、受入れに
向けたメッセージを積極的に発信していく必要があるのではないか。さらに、第 4 次産
業革命においてもミスマッチが発生する分野については、今後、非熟練外国人材の
活用のあり方についても総合的・具体的な検討が必要となるのではないか。なお、長
期的に財政や社会保障への影響も考えれば、出生率の抜本的な向上による少子
化の解消等が不可欠であり、こうした観点からも、仕事と子育てが両立できる柔軟な
働き方の実現は必要不可欠である。 

 
 

【基本的な方向性】 
高度外国人材の受入れを促進し、長く我が国でその能力を発揮できるようにする

ため、永住許可申請までの期間の短縮化等の環境整備が必要。 
また、専門的・技術的外国人材を獲得するためにも、日本企業における「職務内

容の不明確さ」「長時間労働」「成果と連動しない給与体系」「本社におけるキャリア
パスの欠如」「日本語の壁」を打破していくために、労働市場や資本市場からのプレッ
シャーの形成を通じて働き方改革を推進していくことが必要。 

さらに、女性・高齢者についても同様に労働市場や資本市場からのプレッシャーも
活用しつつ、全員参加が可能な雇用環境を整備。 

 
【当面の対応案】 

– 「働き方改革」の更なる推進 
– 世界最速級の「日本版高度外国人材グリーンカード」の創設 

（高度外国人材の永住許可申請までの在留期間の短縮化） 
– ダイバーシティ経営を皮切りにした人材戦略の変革（企業・資本市場等の対

話の場の立ち上げ） 
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課題③労働市場・雇用制度の柔軟性向上 

グローバルかつスピーディーなビジネス展開の時代に対応して、企業と労働者との
効率的な関係は、旧来のいわゆるメンバーシップ型（企業への帰属を固定化して人
材投資を行っていく）一本槍から産業の特性やビジネスモデルに応じてメンバーシップ
型とジョブ型（特定の職務による労働者の採用・配置）を最適に組み合わせたモデ
ルに転換しつつあり、今後は、相互に自立的なパートナーシップ型の関係も選択肢と
して拡大していくことが想定される。しかしながら、長い時間をかけて構築された我が
国における従来型の雇用システムを変革することは容易ではない。 

そのため、産業構造の急速な転換に対応した円滑な就業構造の転換が進まない
おそれがあるのではないか。 

第４次産業革命によって、就業構造や「企業と個人の関係」が劇的に変化して
いく中で、企業の国際競争力を維持・強化するとともに、個人も自身の能力・適性
や意思に沿った形で働くために、人材政策、労働市場や雇用制度の変革が不可欠
ではないか。 

 
【基本的な方向性】 

成長産業・ビジネスを担う人材育成と円滑な労働移動が不可欠。そのため、外
部労働市場の機能を高めることが必要であり、まずは在籍出向などのリスクの少ない
労働移動の支援を通じた成功事例の創出から段階的に、労働市場の流動性を向
上させていくことが重要。また、個人単位の労働移動のみならず、事業単位・業界単
位での再編や新陳代謝の活性化を促進する制度の構築も併せて必要。 

企業内でスキルや実績等のデータ分析に基づいた人材管理がなされ、さらにはグ
ローバルも含めた外部の労働市場とも接続していく結果、個人の実績・評価・能力と
市場価値の連動が加速化していく状況においては、労働法制を、個々人の成果ベ
ースでの評価・人材管理を前提とした形に変革していくべき。 

併せて、「企業」と「個人」の関係が「相互に自律的なパートナーシップ」に変化し、 
「雇用」「請負」「派遣」「人材紹介」等の現行法制上の区分けが融解していくと、企
業との関係で競争力を持ちうる「個人」は多様な働き方を実現しやすくなる反面、企
業との関係で弱い立場に置かれる「個人」は、既存の労働法制体系では保護しきれ
なくなるリスクがある。このリスクに対応するため、労働面での弱者保護を実現する手
段として、雇用法制の抜本的な見直しや契約法制での担保の必要性が高まっていく
と考えられる。 

また、大部分の者が企業で長期にわたり雇用されることを中心に組み立てられてき



48 
 

た社会保障制度の仕組みも大きな見直しが必要となってきているのではないか。 
 
【当面の対応案】 

– 「同一労働同一賃金」に生産性向上・競争力強化の観点を付与 
– 「産業政策」「雇用・労働政策」「教育・人材政策」を、一体化して議論する

省庁横断的な会議を創設 【再掲】 
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（３）イノベーション・技術開発の加速化（「Society5.0」） 

課題①オープンイノベーションシステムの構築 
これまでにないスピードと規模でビジネス環境が変化していく中、企業が自前のリソ

ースのみでイノベーションを興すことはより困難になってきており、内外のプレイヤーと連
携した効果的・効率的な価値創出がますます必要になっている。 

しかし、現状では、企業・大学・ベンチャー企業・国立研究開発法人等における研
究開発が各々の組織内に閉じており、資金・人材・技術に加えデータの組織間流動
性が不足している。また、大企業によるベンチャー企業との連携・買収、大企業から
のスピンオフ・カーブアウト、大企業同士の合併再編等も限定的。 

さらに、非連続なイノベーションの担い手としてのベンチャーの創出について、アメリカ、
欧州、中国、インド等は、「ベンチャー・エコシステム構築」のための国家戦略を策定し、
様々な施策を一体的に展開している。他方、日本では、国全体としてベンチャー創
出にどのように取り組んでいくのか、明確な羅針盤がなく、ベンチャー支援施策が様々
な主体によってバラバラに展開されてきたため、これまでに十分な効果をあげることがで
きず、世界の起業家及び起業支援者のネットワークから取り残されている。 

 
【基本的な方向性】 

企業・大学・ベンチャー企業・国立研究開発法人等の間の障壁を取り去る施策
を一体的に推進する。大学と企業間（産学連携）については、今後 10 年間で企
業から大学・研究開発法人への投資を 3 倍に増やす。そのため、｢組織」対「組織」
の本気の産学連携に向けて大学側のコミットメントを高めるとともに、企業側も協調
領域と競争領域を明確にして協調領域については連携を進めていく。 

我が国のベンチャー・エコシステムの目指すべき絵姿と、それを実現するための政策
の方向性、民間等のエコシステムの構成主体との連携の在り方を、政府一体となっ
て「ベンチャー・チャレンジ 2020」として取りまとめ、これに基づき、様々なベンチャー支
援施策を有機的に連携させ、世界の起業家及び起業支援者のネットワークのハブと
なるべく、「攻めの運動形成」を仕掛ける。 

また、大企業とベンチャーの間についても、ベンチャーの持つ技術等による大企業の
イノベーション強化および大企業発の技術・人材の流動化を促進する。また、大企
業内においてもイノベーションを実現するための意識改革の推進や、組織体制・組織
運営の見直しを促進していく。 

 
【当面の対応案】 

– 本格的な産学共同研究推進のための取組強化 
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（大学から企業へのクロスアポイントメント制度の活用、「大学における秘密
情報の保護ハンドブック」の作成・普及による産学共同研究における学生の
雇用促進、「産学連携活動マネジメントの手引き」の活用等） 

– 特定の技術分野に優れた知見を有する各大学・国立研究開発法人等の研
究室間のハブとし、国立研究開発法人が世界トップレベルの成果等を一元化
するとともに、研究成果の産業界への橋渡しをワンストップで実施する「コネクテ
ッドラボ（仮）」を国立研究開発法人に設置 

– 大企業とベンチャー企業との連携促進のための支援及び環境整備（研究開
発支援、契約ひな形の在り方の検討等） 

– 「イノベーション経営」に取組むための経営層等の意識・行動改革を最大限後
押しし、中長期的なイノベーションに繋がる企業の経営資源への積極的な投
資（研究開発等）を促進する環境整備 

– 世界と地域をつなぐベンチャー関係施策を一体的に実施するため政府関係機
関コンソーシアムを設置し、地域での有望ベンチャー企業の発掘から世界市場
への挑戦まで一気通貫で支援する各省連携体制を構築 

– ベンチャーへの資金供給機能の強化（CVC の活性化等） 
– シリコンバレーの起業家やベンチャー支援機関等と日本の起業家等をつなぐ枠

組み（シリコンバレーと日本の架け橋プロジェクト）の質を高め、アジア、イスラ
エル、欧州等へと拡充 

– 2020 年の「グローバル・ベンチャーサミット（仮称）」 開催に向けた、国際的
な大規模ベンチャー関連イベントとの連携及び我が国ベンチャー・エコシステム
の魅力の「見える化」 

– 政府を挙げての、「グローバル・ハブ」としての日本の投資環境やイノベーションを
生み出す成功事例の内外発信・広報強化 

– 地方での案件発掘やグローバルベンチャーエコシステムとの連携強化によるベン
チャー創出支援 
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課題②グローバルトップ水準のイノベーション拠点の整備 

データ・人工知能等の革新技術を基盤とする第 4 次産業革命においては、研究
開発から市場投入までが段階的に進む従来の研究開発モデルではなく、研究開発
と実証とが一体的に実施されつつ、スピード感をもって進める社会実装モデルが有用。
そのため、研究拠点、生産拠点および市場を物理的に近接させつつ、イノベーション
を加速化することが重要。 

そのような中で、我が国を世界最先端のイノベーション拠点とするにあたって、グロー
バル水準でのトップ研究者が、社会実装までも射程に入れて自由に最先端研究を
実施できる環境・制度・拠点の整備が不十分なのではないか。 

 
【基本的な方向性】 

政府からの積極投資や、国内外の大企業、ベンチャーの参画などを受け、イノ
ベーションの加速を実現する「グローバルオープンイノベーションセンター」を設置。グ
ローバルな研究者を惹きつける内容・規模の研究プロジェクトの設定や、研究開
発・社会実装に望ましい環境（規制改革等）整備を実施。さらに、世界水準に
合わせた報酬の設定や生活環境に関する支援等一体的な取組を進める。これら
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の取組により、5つの大学・研究開発法人をグローバルに最先端の戦略研究拠点
に。 

また、産学官一丸となった社会実装を推進するため、大学等と研究開発法人
が物理的に近接し、緊密な連携を実現するための体制整備や、研究開発法人と
企業とが一体となって研究開発に取り組むなど、基礎研究から事業化に至る橋渡
し機能をさらに強化する。 

 
【当面の対応案】 

– 世界中からトップ人材を惹き付け、オープンイノベーションを推進するグローバル
オープンイノベーションセンター形成するための制度を整備 
（特定研究開発法人における人件費の特例規定の明確化、社会実装に向

けた重点的な規制改革・実証環境整備等） 
– 特に人工知能分野においては、公的研究機関（産総研、理研、NICT）の

連携による AI 研究開発を推進する司令塔として「人工知能技術戦略会議」
を創設 

– イノベーションに資する高度外国人材の受入環境の整備 
（世界最速級の「日本版高度外国人材グリーンカード」の創設【再掲】、受

入れに向けたメッセージの積極的な発信、海外トップレベル大学の学生及
び日本への留学生の日本での就労促進、外国人受入れ推進のための生
活環境整備等） 

– 我が国が優位性を持つ分野での外国企業の研究開発拠点等の誘致強化 
– 大学等の施設内に研究開発法人が活動拠点を設けるなど物理的に近接・

連携する体制整備を実施（大学教員と研究所員の併任等。例：名古屋
大学と産総研の連携による窒化物半導体先進デバイス開発拠点等）また、
研究開発法人と企業とで一体的な研究開発を行うべく、企業の名を冠した
「冠ラボ」の設置等を実施 

– さらに、研究開発法人が自らの研究開発成果の国際標準化を推進するなど、
社会実装を加速するための体制を整備 

– IoT 推進コンソーシアムの国内外での活動等を通じた、IoT 関連の技術開
発・実証・国際標準化等の環境整備の推進 

 
課題③世界をリードする国家プロジェクト構築 

我が国は、人、技術、資金のあらゆる面でグローバルなイノベーションネットワーク
から孤立している。各国間競争が激化している中においては、国は、国家として進
むべき方向性を戦略的に見極め、それを示していく必要がある。さらに、今後、「顧
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客の真のニーズ（＝社会的・構造的課題）」に如何に本質的に迫ることができる
かが、イノベーションの観点からも一層重要となる。そのためには、産学官が一丸と
なり、継続的に国内外のインテリジェンスを集め、社会課題や技術の動向を把握・
分析した上で、我が国として“張る”べき戦略の検討・策定を行い、グローバルなリ
ソースを糾合して大規模なプロジェクトを実行する体制を構築すべきではないか。 
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【基本的な方向性】 

国として技術インテリジェンスを高めるため、産学官で連携し、継続的な国内外
の有望技術と市場課題の動向把握・分析を行う体制を構築。また、これら技術と
課題の両方の視点を踏まえ、日本の「強み」「優位性」を活かした戦略・ロードマッ
プ等を策定・実施。国家プロジェクトや産業革新機構とも連携し、国家として戦略
的に社会実装に繋げる。 

出口としての国家プロジェクトについても、海外の企業・研究者の参入円滑化に
よる国際共同研究・産学連携から最先端の技術・市場の取り込みを進め、さらに
はそれらに負けないだけの国内大学・企業の更なるコミットメントを促進するような
環境を整備していく。 

 
【当面の対応案】 

– 第 4 次産業革命の実現に向けて技術インテリジェンスを強化し、政府関係組
織の壁を越えて重要技術分野（基盤技術である人工知能とロボット、バイオ、
エネルギー・環境等の融合研究等）を特定した上で技術戦略を策定。（国
際競技大会（ロボット）等も適宜活用） 
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– 特に人工知能分野においては、「人工知能技術戦略会議」を中心として、世
界をリードする AI ナショナルプロジェクトに取り組む。研究開発目標と産業化に
ついての技術ロードマップを策定（本年度中）。 

– ディープラーニング（深層学習）を活用した技術開発と現場導入・実証を一
体的に推進。イノベーション、社会実装を加速。 

– さらに、国内外のリソースを有効活用して技術開発を加速化するため、ナショ
ナルプロジェクト一般についても海外動向を踏まえつつ、大胆な選択と捨象を
実施。（協調・競争領域を明確化した PJ 組成、海外企業参画の推進（英
語による公募等）） 
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課題④知財マネジメントや国際標準化の戦略的推進 

第４次産業革命の進展に伴う新しい技術やビジネスモデルの登場により、市場
における競争の構図が変化し、欧米に加えて新興国も国際標準化活動を強化
する中、知的財産や国際標準を市場獲得のツールとして活用するという視点を再
確認する必要がある。こうした中、我が国においても新たなイノベーションを社会実
装に結び付け、グローバルに資金を惹き付けつつ更なるイノベーションへ繋げていく
ためには、戦略的な国際標準の獲得や特許に代表される知財マネジメントは不
可欠。 

しかしながら、競争領域と協調領域を見定めた上でオールジャパンとして質の高
い国際標準提案を行うための体制や、経営戦略と結び付けつつ戦略的な国際
標準の獲得と知財マネジメントを進めていくことができる人材、国際標準化を見据
えた研究開発との連携等が不十分。 
 

【基本的な方向性】 
グローバルなオープン＆クローズ戦略を見据えた知財マネジメントや高等教育機

関等と連携した国際標準化に対応できる人材育成から、企業における標準戦略
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の策定、国際標準原案の作成・提案・交渉に至るまで、産業界における取組を
国が一気通貫で支援。 

さらに政府における研究開発等においても戦略的な権利化や国際標準化を当
初からにらみ積極的な連携を図る。 

 
【当面の対応案】 

– 我が国からの迅速な国際標準提案の実施や他国からの提案への対応を強
化するため、国立研究開発法人による国際標準化活動（プロジェクト・マネ
ジメント等を通じた関与）を強化 

– 大学等における標準化教育（文系・理系）の拡充、標準に関する資格制
度の創設等により、標準化を戦略的に活用できる人材を育成 

– 標準化を事業・経営戦略の一部に組み込むため、各企業における最高標準
化責任者の設置を促進 

– 産業構造変化やそれに伴う企業の特許戦略の変化などの動向を踏まえた産
業財産権システムの在り方の総合的な検討（ネットワーク関連発明における
国境を跨いだ侵害行為に対する適切な権利保護等） 

– 知的財産を経営戦略に活用できる人材を育成するためのグローバル知財マネ
ジメント人材育成プログラムの整備 

– 世界をリードする特許等審査の実現によるグローバル事業展開支援の強化
（「世界最速・最高品質」の特許審査の実現に向けた体制の整備・強化、
国際連携の推進等） 
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61 
 

（４）ファイナンス機能の強化 

課題①リスクマネー供給に向けたエクイティファインナンスの強化 
我が国企業の経営資源の再配分を促し、新たな競争力の源泉となる事業分

野への経営資源の円滑なシフトを行うためには、経営陣における果断な意思決
定に応じたリスクマネーの供給が不可欠である。 

そのため、プライベートエクイティファンド（PE ファンド）やベンチャーキャピタル
（VC）等によるエクイティファイナンス機能を強化し、ベンチャー企業をはじめ事業
環境や発展段階に応じて必要な資金供給を得られるようにすることが必要。特に、
欧米の大企業が大規模な資金力を背景に、テクノロジー系ベンチャーを次々と買
収している状況に対応するためには、官民の戦略的対応が必要。 

 
【基本的方向性】 

我が国のリスクマネー供給の充実にあたっては、事業会社によるベンチャー投資
（CVC）をはじめとして、多様な経済主体によるエクイティ供給を充実させるべく
必要な制度環境整備を行うことが必要。さらに、現状では民間だけでは賄いきれ
ない資金供給にあたっての政策的な対応を求める声もあるところ、官民ファンド等
によるこれまでの実績を検証した上で、事業の新陳代謝を更に支援するため、官
民ファンドの一層の機能強化を含めた検討が必要。 

また、特にベンチャーへの資金供給の際には、企業や機関投資家等によるベン
チャー投資の規模を拡大するだけでなく、ベンチャーを目利きし、成長に必要な支
援を提供するベンチャーキャピタル等のベンチャー支援人材を育成し、ベンチャー投
資の質を向上することが重要。このため、政府のベンチャー支援施策の企画・実施
にあたっては、ベンチャー支援人材を幅広く巻き込み、様々なノウハウを共有するこ
とで、我が国のベンチャー支援人材の質、厚みを増していく。 

 
【当面の対応案】 

– 企業や機関投資家等によるベンチャーキャピタル等への資金供給の拡充のた
めの制度整備、ベンチャーキャピタル産業の育成 

– 官民ファンド等による伴走型の政策投資などの支援機能強化 
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64 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
課題②第 4 次産業革命に向けた無形資産投資の活性化 

第４次産業革命への対応にあたっては、人工知能等の革新的技術を使いこ
なし、新たなビジネスモデルの構築に繋げることが求められる。そのため、これまでの
生産設備等の有形固定資産中心への投資だけではなく、研究開発資産や情報
資産、知財、人的資産等の無形資産へと大胆にシフトすることが新たなイノベーシ
ョンを生み出す上で、極めて重要。 

  
【基本的方向性】 

企業や投資家等の対話において、持続的な企業価値を生み出すための無形
資産投資のあり方やそれを評価する方法等について検討し、実効性の高い無形
資産投資の拡大に繋げる。また、国際的な無形資産への投資とその効果の測定
プロセスのあり方を検証する。 

さらに、我が国全体の無形資産の蓄積を進め、企業のノベーションの活性化に
繋げるための政策的支援を強化することが必要。 

 
【当面の対応案】 

– 第４次産業革命に対応した設備投資に加え、イノベーション基盤となる無形



65 
 

資産投資や中長期的な研究開発投資等に向けたインセンティブ強化の検討 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



66 
 

課題③Fintech を核とした金融・決済機能の高度化 
IT 分野の技術革新を活用した FinTech 企業が先進的な金融サービスを創

出し、これまで金融機関等の固有業務とされていた領域に次々と参入。FinTech
は、地方創生の取組みへの活用や、金融・決済サービスを、利用者にとってより便
利に、効率的に、身近にする可能性も期待されており、こうした動きを核に金融・
決済機能の高度化を推進していくことが必要。その際、最も先進的なサービスを
提供する FinTech が最も活躍しやすい環境を整備する、といったインセンティブ設
計が重要。 

 
【基本的方向性】 

FinTech による金融サービスの革新は、金融業そのものへの影響に留まらず、
中小企業等の経営高度化や生産性向上、資金調達円滑化等の観点からも極
めて重要。また、家計の資産形成にも大きく貢献しうる。こうした認識の下、
FinTech の活力を最大化する制度面、システム面の対応を一体的に検討する必
要がある。 

  
【当面の対応案】 

– FinTech「エコシステム」の構築 
・金融機関と IT 企業のオープンイノベーション活性化に向けた「オープン API5」 
の在り方の検討 
・金融グループによる金融関連 IT 企業等への出資の容易化等法制度 
面での環境整備 
・国際ネットワークの形成 

– 金融・決済インフラ改革 
・決済インフラの改革（金融 EDI 情報の標準化推進） 
・クレジット決済端末の 100％IC 対応化の推進及びクレジットカード    
データ形式の標準化の推進 

– クレジット分野における FinTech イノベ－ション促進のための環境整備 
・決済代行業者への任意登録制の導入等を含めた必要な法制上の措置 

– 利用者保護及びシステムの安全性等への対応 
・FinTech も視野に入れた金融分野の情報セキュリティのあり方の検討 

 
 

                                                   
5 ）API(Application Programming Interface)：アプリケーション等の機能を利用するための接続仕様。これを公
開すること(オープン API)で、誰でもその機能を利用したサービスの設計・提供が可能となる。 
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（５）産業構造・就業構造転換の円滑化 

課題①迅速・果断な意思決定を可能とするガバナンス体制の構築 
海外ではグローバルな競争環境で勝ち抜くため、あるいは企業経営者と株主と

の積極的な対話を基にした高い企業価値を実現するために、ダイナミックな企業・
事業再編を通じた事業構造の変革が展開されている。 

こうした事業の再編・撤退を通じた経営資源のシフト・競争力強化を速やかに
推し進めていくには、トップマネジメントによる変革への強いリーダーシップが重要であ
り、最高経営責任者（CEO）の下、非連続かつスピードの速い変化に対応して
いくことが必要である。特に我が国企業の事業再編・撤退は、会社全体の業績や
撤退事業自体の業績が赤字となるなど、企業価値の毀損が現実化した後に余
儀なくされる後追い的な事業ポートフォリオマネジメントがなされる傾向がある。 

日本企業においても、グローバル企業との競争であることを念頭に置いた「成長
目標設定」「実現のための戦略・手段」「タフな意思決定」等、企業経営のあり方
について見直す必要がある。 

 
【基本的方向性】 

会社の意思決定の仕組みとして、経営環境の変化に対応し、新規事業への
参入やノンコア部門の売却・撤退といった判断を、迅速かつ果断に行えるガバナン
ス体制を構築することが重要である。このためには、CEO の選解任プロセスの改革
を含め、取締役会のモニタリング機能の強化を図ることが重要である。具体的には、
取締役会において、社外取締役を含めた多様な知見を取り入れつつ、経営戦略
や事業戦略の審議・決定などを中心に行うとともに、CEO を含む経営陣への権限
委譲により業務執行に関する意思決定の迅速性を確保することが必要である。ま
た、会社の重要な戦略決定である CEO の選解任について、その方針・プロセスの
明確化・客観性向上等を図っていくことが重要である。 

また、企業と投資家との対話をより一層促進するためには、スチュワードシップ・
コードやコーポレートガバナンス・コードが要請する内容について、企業や投資家等
が形式的な対応のみに終始するのではなく、それぞれの中長期的な戦略や基本
方針、投資計画、経営判断等に組み込みながら実施されていくことが重要。 

 
【当面の対応案】 

– コーポレートガバナンス改革の推進・実効性の強化（取締役会の機能向上に
係る国内外のプラクティスの収集・整理や、実務指針の策定等の検討） 

– スチュワードシップの強化等、企業と投資家の対話促進に向けた取組の検
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討。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



70 
 

課題②迅速かつ柔軟な事業再生・事業再編等を可能とする制度・環境整備 
第４次産業革命の時代に求められる技術・人材・時間を買うM＆Aや自社の

コア事業に新たに行う投資等、未来の成長のエンジンもしくはその推進力を増すた
めの成長投資がよりグローバル規模でより早いスピードで進展しつつある。 

特にグローバル企業は、多様な手法を通じた大規模な M&A や有望なベンチャ
ー企業の買収、株主価値をより高めるスピンオフ等を積極的に行い、自社の事業
の推進力を増してきている。 

一方、我が国においては制度上の制限もあり、多様な事業再編の手法を事
業者が選択できないのが現状であり、個々の事業者の置かれた状況に応じた柔
軟かつ迅速な事業再編の手法や、官民ファンド等による伴走投資も含めた成長
投資の促進など、必要な環境整備が求められる。 

 
【基本的方向性】 

海外における過去の大規模の M&A を見るとスピンオフや自社株対価 TOB と
いった多様な手法を用いた事業再編が行われており、これら取組を通じ、株主価
値・事業価値等を高めている。 

多様な企業ニーズ等に対応し、迅速かつ柔軟な事業ポートフォリオの入れ替え
等が我が国においても可能となるよう、必要な制度や環境整備を行うことが重要。
また、導入促進のための支援策についても検討が必要。 

 
【当面の対応案】 

– 迅速かつ柔軟な事業再生・事業再編を可能とする制度・環境整備の検討 
– 迅速かつ柔軟な事業再生・事業再編を支援する金融機能の活性化に向け、

PE ファンド等に関する事例研究などを通じた対応の検討 
– 中小企業における事業再生・事業承継の早期取組の促進、事業承継を契

機とした投資の促進 
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課題③労働市場・雇用制度の柔軟性向上【再掲】 
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（６）第４次産業革命の中小企業、地域経済への波及 

課題①中小企業、地域における IoT 導入・利活用基盤の構築 
従来より、IT 利活用については、先進的な取組を行う中小企業が存在する一

方、多くの中小企業はシステム構築のための費用負担や IT を高度に利活用する
人材の不足などの理由により、利活用が進んでいないという現状がある。また、この
背景として、企業が業種の垣根を越えて連携するための共通システムが整備され
ていないなど IT 利活用基盤の構築自体も課題となっている。こうした現状が、中
小企業の生産性向上の制約要因となっている。 

また、ものづくりや農業・建設等の現場においては、担い手の高齢化と後継者
不足が深刻化しており、ロボット導入等による現場の負担軽減・生産性の向上や、
日本の中小企業の競争力として長年培われてきた現場のノウハウ（暗黙知）の
承継が急務となっている。 

こうした課題は日本に限らず、ドイツなど複数の国において重要な課題として認
識され始めており、第４次産業革命に係る技術の中小企業・地域企業への浸透
を図ることが国際的な課題となっている。 

 
【基本的方向性】 

まず、中小企業における IT 導入を促進するため、①専門家派遣（今後２年
間で専門家を１万社以上に派遣・導入支援実施）、②業種・企業の垣根を超
えた共通システムの整備（国際標準化等）、③自動化支援（ロボット導入支
援等）、といった支援策を講じる。 

こうした支援措置を通じて、中小企業によるＩＴ投資の対象を、内部管理業
務の IT への置き換えから、販路開拓、企業間連携、製造プロセス、サービス提供
方式の改善、など、経営力を強化する事業活動への拡大を促進する。この際、セ
キュリティ対策にも留意しつつ、IT 投資が持続的に増加する環境を官民一体とな
って整備する。 

また、日本の高品質なものづくり、農業等現場の技術・ノウハウを継承するととも
に、当該ノウハウを活かして、国内外の市場の獲得を目指すことが重要。 

技術・ノウハウの継承や、当該技術・ノウハウを利用した製品やサービスの高度
化のためには、新たな人工知能（ディープラーニング等）技術を活用し暗黙知の
形式知化を進める。そうした技術・ノウハウが形式知として蓄積され、その利活用
が促進される結果として、当該製品・サービスがグローバルに展開され、さらなる競
争力強化に繋がることが期待される。 

なお、こうした施策を推進するにあたっては、地域における実証拠点の整備や具
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体的な課題解決に繋げる事業主体の検討を行うことで社会的課題解決を促進
するとともに、地域経済の活性化、生産性向上へと繋げる。 

 
 
 
 
【当面の対応案】 

– 中小企業等経営強化法案 6（業種ごとに作成する「事業分野別指針」にお
いて、事業活動への IT 投資により経営力を強化させる中小企業の事例及び
IT 関連設備を指針化し、IT 投資に積極果敢に取り組む中小企業を支援す
るスキームの新設を検討） 

– IT 投資による経営力強化の事例紹介及び相談会を全国１００ヶ所で実
施 

– 今後２年間で専門家によって１万社以上の中小企業の IT 導入を支援。特
に製造業については IT、カイゼン活動、ロボット導入の専門家で構成される
「スマートものづくり応援隊」に相談できる拠点を整備 

– 小型汎用ロボットの初期導入コストを削減するとともに、ロボットの導入を支援
する人材（システムインテグレーター）の拡大を支援 

– 小規模事業者によるネット販売等の販路開拓の取組から、中小企業・小規
模事業者による IoT やビッグデータを活用した新商品・新サービスの創出に至
るまで、事業者のビジネス実態に合わせた IT 投資を促進 

– 中堅・中小企業の標準化を支援するため、「標準化活用支援パートナーシッ
プ機関」（地銀等）を全国４７都道府県に拡大 

– ディープラーニング（深層学習）を活用した技術開発と現場導入・実証を一
体的に推進。イノベーション、社会実装を加速。【再掲】 

– 技術力を有する中堅・中小企業と外国企業とのマッチング強化 
– 福島イノベーション・コースト構想にもとづくロボットテストフィールド等の整備 等 

 
 

 

 

 

                                                   
6 中小企業等経営強化法（中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部を改正する法律）は、平

成 28 年 5 月 24 日に国会で可決、成立した。 
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（7）第 4 次産業⾰命に向けた経済社会システムの⾼度化 

課題①第４次産業革命に対応した規制改革の在り方 
企業の事業展開にあたり、未来における不確実性のレベルは様々であるが、第 

４次産業革命の進展に伴い、より不確実性のレベルの高い事業活動が重要にな 
ると想定される。例えば、シェアリングエコノミーのような新たなサービス領域では、従
来の規制では想定していなかった形態のサービスが短期間に次々と登場しており、
行政の対応が後手に回ることも散見される。 

そのため事業活動の変化に合わせて、官民の役割分担や政策の方向性の検
討が必要である。 

 
【基本的方向性】 

現在の規制改革は、民の現存するニーズを実現する改革が中心であるが、不
確実な未来に対応し、第 4 次産業革命下で国際競争を勝ち抜くためには、まず
長期的な「将来像」を共有し、中期的な期限を定めて具体的な達成目標を設定
することが必要である。その上で目標を実現するために必要な全ての要素（規制
改革、事業促進策、民の事業展開、自主規制等）を含めたロードマップを作り、
状況の変化に応じ改定しながら短期の施策を実行していくことが重要。 

 
【当面の対応案】 

– 世界最先端のビジネス環境を目指した新たな官民連携による規制改革メカニ
ズムの導入（法令、準則（ルール）等） 
例）完全自動走行、ドローン運航管理システム、ネガワット取引市場、シェア

リングエコノミー等について基盤ハードインフラ（５G、データセンター整備等）
と一体となった規制制度整備を実施。 

– 様々な新たなビジネスが生まれるシェアリングエコノミーの発展のため、利用者
保護などの民間の自主的な基準づくりを支援 
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課題②データを活用した行政サービスの向上 

少子高齢化、人口減少等の社会的な課題に加え、行政に求められるサービス
はより多様・肥大化していくとみられる。現状の行政機能を前提とすれば、財政・
人員制約により行政が社会的需要に十分に応えていくことは困難となるため、行
政自身の生産性向上（付加価値向上・効率化）が求められる。 

民間企業でなされているようなデータや革新技術を活用した業務プロセスの改
革は、行政としても一部取り入れる動きはあるものの限定的で、抜本的な生産性
向上には至っていない。 

 
【基本的方向性】 

民間活動において必要となる行政手続についても利便性やスピード感の向上
が不可欠となってくる中、民間に先んじて行政自ら、革新的なテクノロジーを活用
し、業務プロセスの抜本的な高付加価値化・効率化やサービスの大幅な利便性
の向上に取り組む。 

 
【当面の対応案】 
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– 規制改革、行政手続簡素化、IT 化を一体的に進め、数値目標・期限を設
けた上での事業者目線での規制・行政手続きコストの削減 

– 行政機関（政府、自治体）が保有するデータについての調査を実施。それら
を積極的に公開し、民間活用を促進（行政システムの API 整備の徹底） 

– 行政サービスの生産性向上及び新たなサービスの創出 
（個人・企業の電子認証の容易化、AI 活用による事務効率化（特許行 
政事務の高度化・効率化の検討等）、新たな経済指標の開発、公的個人

認証制 
度（マイナンバー）を活用した新たなサービス提供等） 

– 官民協調によりニーズに沿った的確な政策形成を実現する新たな機会を創
出 
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課題③戦略的な連携等を通じたグローバル展開の強化 
第４次産業革命における新たな付加価値の源泉であるデータを用いて生み出

される製品やサービスは、これまで以上に容易に国境を越える。 
こうした中、今後、グローバルに拡大することが期待される第４次産業革命の果

実を我が国が確実に獲得するためには、ガラパゴス化し国内に閉じこもることなく、
積極的な国際連携の強化や関連制度の国際調和を進め、イノベーションの活性
化や海外市場の獲得に繋げることが重要。 

そのため、グローバルなオープンイノベーションの推進や国際標準化に加えて、国
際的な課題解決を通じた新たな市場獲得が期待されるインフラシステム分野等の
海外展開を官民で推進することが必要。 

 
【基本的方向性】 

第４次産業革命に向けたグローバルなデジタルマーケットを構築するため、デー
タ利活用に関する基本的な考え方の整理や規制制度に関する国際調和を促進
する。また、第４次産業革命に対応したインフラシステム等の海外展開支援につ
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いて、必要なファイナンス機能の強化も含め、官民連携の下で戦略的な取組を推
進する。 

またオープンイノベーションの構築や国際標準化についても戦略的な取組を進め
る。【再掲】 

 
【当面の対応案】 

– データフリーフロー原則の確認、データ利活用に関する規制制度に関する国際
調査 

– 「質の高いインフラパートナーシップ」の拡充策の速やかかつ着実な実施及び施
策の更なる強化（「質の高いインフラ」の国際的スタンダード化の推進、インフ
ラ企画・評価人材の育成、アジア開発銀行との連携強化、円借款の更なる
迅速化・充実等）、企業戦略に応じた適地生産の支援 

– インフラシステム等の海外展開支援に向けたリスクマネー供給拡大に資する関
係機関の体制・機能強化 

– 地域の特色を活かしたコンテンツ資源等の広域展開を支援 等 
 

課題④第４次産業革命の社会への浸透 
第４次産業革命は個人・経済・社会に多大な利益をもたらし得るものの、当

然ながら革新的な技術に対する国民及び社会的な認知と理解がなければ、新た
な財・サービスの普及は阻害されることなる。 

一方、現状ではこれらの革新的技術とそれによってもたらされるメリットについて、
国民的理解が進んでいるとは言い難い。 

 
【基本的方向性】 

第４次産業革命によってもたらされる変革に対する社会受容性を高めていくた
めには、安心したデータ流通のための環境整備や新たな技術革新がもたらす倫理
面での課題への対応が不可欠。その上で、必要に応じて国際連携も図りつつ、さ
らに社会実証や対話等を通じてその必要性やメリットを直接的に社会に訴えていく
ことが重要。 
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（参考）産業構造・就業構造試算の流れ 

（１）マクロ経済モデル、（２）産業構造モデル、（３）就業構造モデルを組み合わせることで、第４
次産業革命による生産性の飛躍的な向上、成長産業への経済資源の円滑な移動、ビジネスプロセスの
変化に対応した職業の転換を考慮しつつ、2030年度のGDPや所得水準などのマクロ経済動向、部門
別生産額、部門別従業者数、職業別従業者数を試算。 

 
 
＜試算の主要な前提＞ 
 労働力人口 

 2014 年度までは実績値。2015 年度以降は JILPT「労働力需給の推計（2014 年 5 月）」
（以下、「労働力推計」という。）を用いて、現状放置シナリオは「ゼロ成長・参加現状」ケースの試
算結果を、変革シナリオは「経済再生・労働参加進展」ケースの試算結果を、それぞれ参照して延
長。 
※2030 年度の従業者数は、少子高齢化による長期的な生産年齢人口の減少の影響を受けて
いることに留意。 

 構造的・摩擦的失業率 
過去の失業率と欠員率（潜在的な雇用者数に占める未充足求人数）の関係を用いて推計し、
2.8％と仮定。 

 労働時間 
厚生労働省「賃金構造基本統計調査」の 2014 年度男女別・年齢別労働時間と、労働力推計
における男女別・年齢別就業者数を用いて平均労働時間を算出。 

 固定資本減耗率・稼働率指数 
過去の設備投資と民間企業資本ストックとの関係から8.6％弱と仮定。稼働率指数は 2014年度
の値で仮定。 
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 物価上昇率 
内閣府「中長期の経済財政に関する試算（平成 28 年 1 月 21 日）」（以下、「中長期試算」と
いう。）を用いて、現状放置シナリオはベースラインケースの値に、変革シナリオは経済再生ケースの
値にそれぞれ準じる。2024 年度以降は 2023 年度の値で仮定。 

 為替レート 
2015 年度までは実績値。2016 年度以降は 2015 年度の値で仮定。 

 財政 
歳出の各項目は、一般政府公的固定資本形成については「中長期試算」の国内企業物価指数、
その他の歳出（社会保障を除く）については消費者物価指数に応じて増加（実質横ばい）。社
会保障は名目 GDP 成長率、賃金上昇率に応じて増加。 

 消費税率 
2017 年度に 10％に引き上げと仮定。 

 

以上 
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参考資料集① 国内外の先進事例 
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参考資料集② 日本の強み・弱みに関するデータ 
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